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１．14 年 9 月中間期の連結業績（平成14 年 4 月 1 日～平成14 年 9 月 30 日)

(1)連結経営成績                                   （注）中間決算短信（連結）上、百万円未満は切捨て表示。

売　上　高 営業利益  経常利益

　　　　　　百万円　      ％ 　　　　　　　百万円　      ％ 　　　　　　百万円　　　　％

14 年 9 月中間期      296,342  ( 11.8 )       21,430  ( 322.5 )       17,309  ( 586.3 )

13 年 9 月中間期      265,000  (△4.5 )      　5,072  (△60.9 )        2,522  (△81.9 )

14 年 3 月期      540,268     　13,249       13,201
 

中間(当期)純利益 １株当たり

中間(当期)純利益

潜在株式調整後 1 株当たり

中間(当期)純利益

　　　　　　百万円　      ％           　     円 　銭               円   銭

14 年 9 月中間期 　     7,007  (  －  ) 　　　　    38 78              －

13 年 9 月中間期     △ 1,046  (  －  ) 　　　　 △  5 79 　　　　　   －

14 年 3 月期        1,902 　　　　    10 53 　　　　　   －
(注)①持分法投資損益　     14 年 9 月中間期　 101 百万円　　13 年 9 月中間期　△ 7 百万円 　 14 年 3 月期　11 百万円

    ②期中平均株式数(連結) 14 年 9 月中間期 180,691,169 株  13 年 9 月中間期 180,725,932 株  14 年 3 月期 180,721,696 株

    ③会計処理の方法の変更　　　　□有 　■無

    ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

              百万円                 百万円 　             ％          円   銭

14 年 9 月中間期      479,311        140,078         29.2      775  33

13 年 9 月中間期      456,516        129,462         28.3      716  34

14 年 3 月期      484,831        137,513         28.4      760　96
  

(注) 期末発行済株式数(連結) 14 年 9 月中間期 180,670,164 株  13 年 9 月中間期 180,726,264 株  14 年3 月期 180,710,152 株

(3)連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による

キャッシュ･フロー

投資活動による

キャッシュ･フロー

財務活動による

キャッシュ･フロー

現金及び現金同等物

期　 末 　残　 高

              百万円                 百万円 　          　  百万円         　　　百万円

14 年 9 月中間期       26,409       △17,113       △ 7,036        76,748

13 年 9 月中間期       18,922       △15,329       △ 8,043        47,785

14 年 3 月期 　　  58,346       △34,893       △ 2,060      　76,607

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
   連結子会社数   80 社  　　持分法適用非連結子会社数     0 社　 　持分法適用関連会社数   1 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結  （新規）  3 社   　 （除外）  6 社            持分法  （新規）　0 社　　  （除外） 1 社
    
 ２．15 年 3 月期の連結業績予想（平成14 年 4 月 1 日～平成15 年 3 月 31 日）

売  上  高 経 常 利 益 当期純利益

                     百万円                      百万円                      百万円

通　期 　　　 　 574,000            29,500            11,700
（参考）　１株当たり予想当期純利益(通期)    64 円76 銭

（注）　①予想営業利益(通期)        35,500 百万円

　　　　②業績予想の前提となる予想為替レート(下期)  １米ドル＝ 115 円　　1 ユーロ＝ 115 円

       上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後

　　  様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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（添 付 資 料）

１．事 業 の 内 容

 

　当社グループは、当社、子会社 91 社及び関連会社 12 社より構成され、電子部品、音響

製品、物流・その他の３部門に関係する事業を主として行っています。

　当社グループの事業に関わる位置付け及び事業の種類別セグメントの関連は、次のとお

りです。

電子部品事業

　当社は各種電子部品を生産しており、東北アルプス(株) 及び他の生産子会社が生産した

製品と合わせて販売しています。

　北米においては、ALPS AUTOMOTIVE,INC. が生産・販売を行う一方、ALPS ELECTRIC(USA),INC.

とともに、当社より仕入れた製品も販売しています。

　欧州においては、ドイツの ALPS ELECTRIC EUROPA GmbH、アイルランドの ALPS

ELECTRIC(IRELAND)LIMITED が生産・販売を行う一方、スウェーデンの ALPS NORDIC AB とと

もに、当社より仕入れた製品も販売しています。

　アジアにおいては、ALPS ELECTRIC KOREA CO.,LTD.と ALPS ELECTRONICS HONG KONG LIMITED

ほか中国の７社が、当社よりパーツの供給を受けて生産した製品を販売しています。

　アセアン地域にある ALPS ELECTRIC(MALAYSIA)SDN.BHD.は、生産・販売を行っており、シ

ンガポールの ALPS ELECTRIC(S)PTE.LTD.が、当社および ALPS ELECTRIC(MALAYSIA)SDN.BHD.

より製品を仕入れ、販売を行っています。

音響製品事業

　アルパイン(株)は各種音響製品を生産・販売しており、国内販売はアルパインマーケテ

ィング(株)を通じて行っています。また、当社は同社に対して製品の供給を行っています。

　北米においては、ALPINE ELECTRONICS OF AMERICA, INC.がアルパイン(株)と ALPINE

ELECTRONICS MANUFACURING OF AMERICA, INC.にて生産された製品を仕入れ、販売を行って

います。

　欧州においては、ドイツの ALPINE ELECTRONICS (EUROPE) GmbH を経由して現地販売子会

社がアルパイン(株)より仕入れた製品の販売を行っています。

物流・その他事業

　(株)アルプス物流は、運送・保管等個々の物流サービスをセットした総合物流サービス

の提供および包装資材等商品の販売を行っています。また、当社および国内グループ関係

会社に対しても物流サービスの提供を行っています。

　アルプスシステムインテグレーション(株)は、当社、東北アルプス(株)及び外部に対し

て、システムの開発等を行っており、(株)アルプスビジネスクリエーションは、当社、東

北アルプス(株)および外部に対して各種オフィスサービスおよび人材派遣を行っています。

また、シンガポールの ALPS ASIA PTE.LTD.は、当社、東北アルプス(株)、ALPS ELECTRIC(S)

PTE.LTD.および ALPS ELECTRIC(MALAYSIA)SDN.BHD.等に対して、財務管理サービスの提供を

行っています。

　以上において述べた事項の概要図は次頁のとおりです。



 東北アルプス(株)

 ALPS AUTOMOTIVE, INC.

 ALPS ELECTRIC EUROPA GmbH

 ALPS ELECTRIC KOREA CO.,LTD.

 ALPS ELECTRIC (MALAYSIA) SDN.BHD.

 ALPS ELECTRONICS HONG KONG LIMITED

 SHANGHAI ALPS ELECTRONICS CO., LTD.

 WUXI ALPS ELECTRONICS CO.,LTD.

　他　[国内]子会社2社

　　　[海外]子会社11社

 ALPS ELECTRIC (USA), INC.

 ALPS NORDIC AB

 ALPS ELECTRIC (S) PTE. LTD.

 ALPS ELECTRIC TAIWAN CO., LTD.

　他　[海外]子会社9社

 アルパイン(株)

 アルパインテクノ(株)

 アルパインプレシジョン(株)

 ALPINE ELECTRONICS

        MANUFACTURING OF AMERICA, INC.

 DAN DONG ALPINE ELECTRONICS, INC.

　他　[国内]子会社1社

　　　[海外]子会社5社

  ALPINE ELECTRONICS OF AMERICA, INC.

 ALPINE ELECTRONICS (EUROPE) GmbH

　他　[国内]子会社6社、関連会社3社

　　　[海外]子会社15社

 (株)アルプス物流

 (株)流通サービス

 

　他　[国内]子会社1社

　　　[海外]子会社6社

 アルプスシステムインテグレーション(株)

 (株)アルプスビジネスクリエーション

 アルプス・トラベル・サービス(株)

 アルプスファイナンスサービス(株)

 ALPS ASIA PTE. LTD.

　他　[国内]子会社7社、関連会社8社

　　　[海外]子会社2社、関連会社1社

製品の供給

［電子部品の製造・販売］ ［電子部品の販売］

製品の供給

［音響製品の製造・販売］ ［総合物流サービス］

［音響製品の販売］

［ソフトウエア開発・事務サービス等］

サービスの供給

［電子部品の製造・販売］

ア ル プ ス 電 気 (株)

製

品

の

供

給

部

品

・

製

品

の

供

給

製

品

の

供

給

製

品

の

供

給

製

品

の

供

給

サービスの供給

サ

ー

ビ

ス

の

供

給

サ

ー

ビ

ス

の

供

給

電子部品事業(子会社34社)

音響製品事業(子会社34社、関連会社3社)
物流・その他事業(子会社23社、関連会社9社)
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当中間期において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

関　係　内　容

名　　　　称 住　　所 資本金
主 要 な 事
業 の 内 容

議決権の
所有割合
（％）

役員の兼任

　　(連結子会社)

当社
役員

当社
従業
員

千US$

2,000 100 2 3

(100)

千US$

4,000 100 － －

(100)

百万円

30 100 － 2

(100)

当中間期中において、以下の連結子会社を清算しました。

関　係　内　容

名　　　　称 住　　所 資本金
主 要 な 事
業 の 内 容

議決権の
所有割合
（％）

役員の兼任

　　(連結子会社)

当社
役員

当社
従業
員

百万円

10 100 １ － －

(100)

百万円

40 100 １ － －

(100)

百万円

10 100 １ － －

(100)

百万円

10 100 １ － －

(100)

百万円

50 100 １ － －

(100)

百万円

50 100 １ －

(100)

当中間期において、次の持分法適用関連会社の株式を売却しました。

関　係　内　容

名　　　　称 住　　所 資本金
主 要 な 事
業 の 内 容

議決権の
所有割合
（％）

役員の兼任

（持分法適用関連会社）

当社
役員

当社
従業
員

千FFR

8,600 49 － － － －

(49)

(注) １．※1：平成14年6月新規設立会社

２. ※2：平成14年8月新規設立会社

３. ※3：平成14年4月新規設立会社

４．子会社の議決権に対する所有割合欄の（　）内数字は、間接所有割合（内数）です。

債務超過となっている当社の連結子会社

  6,544百万円

 15,694百万円

国内の証券市場に上場している当社の連結子会社

アルパイン(株)

(株)アルプス物流

TAICANG ALPINE
ELECTRONICS CO.,LTD.

中国
江蘇省太倉市

※2

２．関 係 会 社 の 状 況

資金の援助 営業上の取引 設備の賃貸借等

会社名

－
電子機器及び部品
の製品設計及び関
連業務

－

－
当社、東北アルプス
(株)等にオフィスサー
ビスを提供

音響機器の製造・
販売

ALPS COMMUNICATION
DEVICES TECHNOLOGY
(SHANGHAI) CO., LTD.

アルプス・クレジット(株)

会社名

(株)アルプス経理センター

(株)アルプスビジネスクリ
エーション新潟

各種オフィスサー
ビス、ビル管理、
人材派遣等

SECRE ALPINE
ELECTRONICS, S.A.

アルパイン北海道(株)

アルパイン東北(株)

アルパイン関信(株)

フランス
ソワソン

音響機器及び情
報通信機器の製
造・販売

東証市場第２部

上場取引所

東証市場第１部

資金の援助

債務超過額

営業上の取引 設備の賃貸借等 摘要

アルパイン(株)が製品
の製造を委託

摘要

※1

新潟県長岡市

中国
上海市

※3当社が事務所を賃貸

当社が製品の開発、設
計を委託

－ －

－

設備の賃貸借等 摘要

－

アルパイン近畿(株)
アルパイン(株)が製品
を販売

－ －
音響機器及び情報
通信機器の販売

アルパイン中四国(株)
アルパイン(株)が製品
を販売

岡山県岡山市
音響機器及び情報
通信機器の販売

アルパイン九州(株)
アルパイン(株)が製品
を販売

－ －

資金の援助 営業上の取引

－ －

－
アルパイン(株)が製品
を販売

－

－ －

－
アルパイン(株)が製品
を販売

宮城県仙台市
音響機器及び情報
通信機器の販売

アルパイン(株)が製品
を販売

福岡県福岡市
音響機器及び情報
通信機器の販売

－

北海道札幌市
音響機器及び情報
通信機器の販売

大阪府堺市

群馬県高崎市
音響機器及び情報
通信機器の販売
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３． 経　営　方　針

１．経営の基本方針

当社は、「アルプスは人と地球に喜ばれる新たな価値を創造します」を基本理念とし、

電子部品事業を中核に据え、人とメディアの快適なコミュニケーションの実現に貢献する

「美しい電子部品」を事業領域と定めております。その分野としては、2002 年 4 月からの

経営構造改革の実施に伴い、新事業区分としてコンポーネント事業（旧機構部品）、車載

電装事業（旧車載電装部品）、情報通信事業（旧通信・放送関連機器）、ペリフェラル事業

（旧情報機器）および磁気デバイス事業（旧磁気応用部品）の５つの事業を柱として展開

しております。

また、セットとしての音響製品の分野では車載用音響機器および車載用情報通信機器事

業を積極的に推進するとともに、物流革新ニーズの高まりに伴って注目を集める物流分野

においても総合物流事業をさらに強化することにより、グループ連携およびグローバル展

開強化の経営を推し進め、グループ全体の企業価値の最大化を目指してまいります。

２．中長期的な経営戦略

当電子業界では機器のデジタル化、ネットワーク化が一層進展するとともに、ユビキタ

スネットワーク社会の到来等によりさらなる市場の広がりが見込まれます。また、人とメ

ディアの快適なコミュニケーションを目指した、エンドユーザーの使い易さに配慮した

様々なデバイスも必要になってまいります。

　　このような事業環境の中、当社はグローバル競争に生き残り、日本にモノ作りを残して

いくために「テクノロジーオリエンテッド」を掲げ、その方向性として「ナノ加工テクノ

ロジーに挑む」「高周波技術をさらに深める」「ヒューマン・メディア・インタラクティブ

を目指す」の３つを重点として技術開発指向に徹するとともに、以下の施策により市場で

の確固たる地位を築いてまいります。

 (1)デジタルネットワーク関連製品への経営資源の集中
各種機器のデジタル化、ネットワーク化、さらにそれらに関連するインフラ整備に対応

して、デジタルネットワーク関連製品ビジネスへ経営資源を集中してまいります。

 (2)グループ内外との連携強化
グループ会社間、製品部門間の連携をさらに深めることはもとより、外部とのアライア

ンスを積極的に模索し、新製品の早期開発や新たなビジネスの獲得を目指します。

 (3)経営のグローバル化推進と各拠点の充実

収益力と投資効率を高めていくため、経営指標としてグローバルでのフリーキャッシュ

フローおよびＲＯＡ（総資産利益率）の向上を目指した経営を進めてまいります。

また、既に整備された各地の製造、販売拠点について、各拠点間のネットワークをより

機能させるべく、役割機能の見直しと効率化を図ってまいります。

 (4)グローバルな人材育成

グローバル経営を強化するため、国境を越えたグループ間の人材交流を進め、グローバ

ルな人材の育成を図ります。

 (5)地球環境との調和

地球環境や地域の環境へ配慮した環境調和型の経営を推進します。具体的には、ゼロ・

エミッション活動、鉛フリー活動、グリーン調達活動などを積極的に進めてまいります。

なお、その取り組み状況などについての情報開示を充実してまいります。

３．対処すべき課題

電子産業が大きな構造変動を起こしているとの認識のもと、当面の利益を確保するとと

もに、中長期的にエクセレントカンパニーとして利益を継続して確保できる体質作りを目

指して、昨年 12 月末に「経営構造改革」を策定し、4 月から新体制・新組織による事業運
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営をスタートしております。

新体制では７事業部を事業分野に合わせた５つの事業部に集約し、市場の変化に対して

スピーディーな対応を図ってまいります。また、営業体制としては事業部営業部を新設し、

事業部および従来の顧客営業部と連携することにより、お客様のニーズにより一層素早く

応えてまいります。さらに、良質のビジネスを継続して創出すべく新設した事業開発本部

が主体となって、開発志向型企業の追究を目指してまいります。

４．利益配分に関する基本方針

当社は配当性向に配慮しつつ、また、将来の事業展開や競争力強化のための研究開発投

資および設備投資などをも勘案した上で、安定配当の継続に努めることを基本方針として

おります。

５．投資単位に対する考え方

当社は株式市場での流動性と個人株主を含めたより広い範囲での投資家の参加が重要

と考えております。株式の投資単位につきましては、その引下げが個人投資家層の拡大に

は有用とは理解いたしますが、多額のコストがかかります。現在、当社の株式の流動性は

確保されていることから、投資単位の引下げにつきましては株価水準、株式の需給環境お

よび市場の要請等を勘案し、慎重に対処してまいります。
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４．経 営 成 績 お よ び 財 政 状 態

１．当中間期の経営成績

  　 当中間期における世界経済は、米国において新車販売や住宅販売など個人消費の一部

に堅調さが見られたものの、会計不祥事や株安の進行など、全般的には景気の先行きに

対して不透明感が強まりました。わが国経済も個人消費や企業の設備投資は依然として

低迷し、デフレ対策が急がれるという厳しい状況で推移しました。

     当電子業界におきましても、一昨年まで好調に推移したパソコンや携帯電話などの大

型商品は期待された回復はなく、総じて厳しい事業環境となりました。

     このような状況のなか、当社は昨年度末に経営構造改革を断行し、「進化とスピード」

をキーワードに強い事業を創出する体制を整え、当期のスタートをきりました。新体制

での事業推進を積極的に進めるなか、当中間期の業績は次のとおりとなりました。

( 1 )  当中間期の業績全般に関する各セグメントの状況

① 電子部品事業

　　[ コンポーネント事業]

　　 ゲーム機向けのスイッチや可変抵抗器が好調に推移したほか、小形メモリーカード用

コネクタの市場投入による拡大もありましたが、カセットメカニズムなどが大きく減少

しました。

　　 この結果、当部門の売上高は 362 億円（前中間期比 2.6％減）となりました。

　　[ 磁気デバイス事業]

　　 ＧＭＲ（巨大磁気抵抗）ヘッドは、前中間期は市場の低迷や 20～30 ギガバイト／デ

ィスク製品の立ち上げ遅れにより苦戦しましたが、前下半期から売上が拡大した 40 ギ

ガバイト／ディスク製品が当中間期も引き続き好調に推移したこと、また、さらに新製

品の 60 ギガバイト／ディスク製品が加わったこともあり、前年同期比では売上高が約

３倍と大幅に伸張しました。

     民生用磁気ヘッドにつきましても期前半はＶＴＲ向けの需要が強かったことから売

上は増加しました。

　　 この結果、当部門の売上高は 374 億円（前中間期比 135.6％増）となりました。

　 　[ 情報通信事業]

　　 通信分野では、携帯電話市場の回復は力強さに欠け、ＶＣＯ（電圧制御発信器）の売

上が減少したほか、ＣＤＭＡモジュールの売上も携帯電話向けビジネスが縮小したこと

から減少しました。また、光通信市場も幹線系の市場低迷が続いており、光通信用非球

面ガラスレンズの売上は前期に引き続き低調に推移しました。一方ブルートゥースモジ

ュールは、期待した売上規模には及ばなかったものの、着実に売上を伸ばしました。

　   放送分野におきましても、デジタル放送、アナログ放送のいずれも市場の回復力に勢

いはなく、売上は前年同期を下回りました。

　　 この結果、当部門の売上高は 275 億円（前中間期比 17.2％減）と減少しました。

　　[ ペリフェラル事業]

　　 デジタルビデオカメラやデジタルスチルカメラが急速に市場を拡大したことから、内

蔵部品である当社フィルム製品が大きく伸長し、また、ＡＶ機器向けを中心としたリモ

コンも順調に売上を拡大し、これらの製品群は前年同期を上回りました。

　　 一方、ゲーム機向けコントローラの販売台数は高水準で推移したものの、売価ダウン

の影響もあり、前年同期の売上実績には届きませんでした。フロッピーディスクドライ

ブは期待したパソコンの買い替え需要が遠のき、売価ダウンもあって売上は減少しまし

た。また、ＬＣＤ（液晶表示素子）では、海外の携帯電話のカラー化に対応して新規ビ

ジネスを獲得しましたが、当中間期の売上への貢献は少なく、売上は減少しました。プ

リンタについては生産拠点であった盛岡工場を５月に閉鎖してペリフェラル事業部に

統合し、引き続きデジタルカメラ用小形フォトプリンタに注力していますが、ビジネス
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規模の拡大には今少し時間が必要であり、従来のサプライ品販売の減少などから売上規

模は縮小しました。

　　 この結果、当部門の売上高は 373億円（前中間期比 11.1％減）となりました。
　　[ 車載電装事業]

　　 2002 年前半の新車販売状況は、米国市場で「ゼロ金利ローン」などのキャンペーンが

継続され、高い水準が維持されました。

　　 このような市場環境から、パワーウィンドウやドアミラーの操作を制御するドアモジ

ュールや、ステアリングモジュールが大きく伸張したほか、車室内の新たな入力機器と

して市場投入したハプティックコマンダや、身に付けて車に近づくだけでドアロックが

開錠するパッシブキーレスエントリーシステムなどの新製品も売上増に貢献しました。

　　 この結果、当部門の売上高は 328 億円（前中間期比 16.1％増）となりました。

　　 以上の結果、電子部品事業全体の売上高は 1,713 億円（前中間期比 9.4％増）、営業

利益は 115 億円（前中間期は △8 億円）と大幅に良化しました。

② 音響製品事業

　　 音響機器の分野では、欧米の市販市場に投入したＭＰ３機能やデジタル衛星放送ラジ

オ対応のＣＤ商品が好調に推移したほか、自動車メーカー向けＣＤプレーヤーも堅調な

自動車販売から売上を伸ばしました。

     情報・通信機器の分野では、自動車メーカー向けオーディオとビジュアル、ナビゲー

ションが一体化した複合商品の売上が好調に推移しました。また、国内市販市場ではＤ

ＶＤタイプのナビゲーションの拡販を進めました。

     以上の結果、音響製品事業の売上高は 1,096 億円（前中間期比 15.8％増）、営業利益

は 72 億円（同 89.9％増）となりました。

③ 物流・その他 事業

  　 中国を中心とした電子部品メーカーなどの海外生産シフトに伴い国際物流事業の受

託貨物量が拡大したほか、国内物流事業も顧客のＳＣＭニーズに対応して部品物流分野

の取扱貨物量が増加し、消費物流分野も拡販の成果が表れ、物流事業全体での売上高は

増加しました。

  　 その結果、物流事業およびその他の事業を含めた当事業の売上高は 153 億円（前中間

期比 12.2％増）、営業利益は 22 億円（同 27.9％増）となりました。

     以上の結果、当中間期における連結ベースの売上高は各セグメントとも好調に推移し

たことから 2,963 億円（前中間期比 11.8％増）となりました。損益につきましても、営

業利益は 214 億円（前中間期比 4 倍）、また、期中の円高の影響もあり為替差損が発生

したことから、経常利益は 173 億円（同 約 6 倍）、当期純利益は 70 億円（前中間期は

△10 億円）となりました。

( 2 )  当中間期の利益配分に関する事項

中間配当につきましては、期初の予想どおり、1 株当たり 6 円とさせていただきます。

　(3) 通期の業績全般および各セグメントの見通し

     今後の見通しにつきましては、米国経済の減速懸念、また、それに伴うわが国の輸出

の低迷や株安懸念など、経済の先行きは一層不透明感が増している状況にあります。

  このような厳しい経済環境のもと、当社としましては当期よりスタートさせた経営構

造改革を新組織の下で、継続した強いビジネスの創出に向けて推進してまいります。長

年かけて育ててまいりました自動車関連ビジネスのさらなる拡大を目指すと同時に、同

分野における音響製品事業との連携、そしてグローバルでのＬＴ短縮と在庫削減を目指

した全般的な物流事業との連携など、グループ連携をより一層深めることによるシナジ
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ー効果によりビジネスの安定と収益の確保を追求してまいります。

① 電子部品事業

ハードディスクドライブの高容量化に対応してＧＭＲヘッドの世代交代を迎える

時期にあたり確実にビジネスを確保して行きます。また、車載電装事業を中心に自動

車関連ビジネスの着実な拡大を目指して他事業との連携を深め、収益の確保に努めま

す。当事業の売上高は 3,360 億円を予想しております。

② 音響製品事業

    今後とも市場規模の拡大が期待される情報通信機器事業に積極的な研究開発投資

を継続するとともに、引き続きグローバルな収益・コストの構造改革に取組みます。

当事業の売上高は 2,080 億円を予想しております。

③ 物流・その他 事業

物流事業では、顧客の海外生産展開に伴う物流軌道の変化やＳＣＭニーズに基づく

合理化志向に対応し、最適な物流サービスを提供し、グローバルでの業域の拡大と収

益の確保を目指します。当事業の売上高は 300億円を予想しております。

  　通期の業績見通しにつきましては、以下のとおり予想しております。

　  

 ＜連結業績見通し＞   売  上  高    5,740 億円（前期比 + 6％）

                      営 業 利 益     355 億円（前期比 2.7 倍）

経 常 利 益     295 億円（前期比 2.2 倍）

当期純利益      117 億円（前期比 6.2 倍）

 ＜単独業績見通し＞   売  上  高    3,040 億円（前期比 +10％）

                      営 業 利 益     130 億円（前期比 － ）

経 常 利 益     110 億円（前期比 － ）

当期純利益       50 億円（前期比 － ）

＊ 当下半期の主要な為替レートの前提：1 米ドル＝115 円、1 ユーロ＝115円

２．財政状態

( 1 )  キャッシュフローの状況

     当期においては、営業活動によるキャッシュフローは売上債権の増加やたな卸資産の

増加などから 264 億円、投資活動によるキャッシュフローは△171 億円となりました。

このためフリーキャッシュフローは 92 億円となりました。財務活動によるキャッシュ

フローでは当期に有利子負債の返済を行った結果、財務活動によるキャッシュフローは

△70 億円となりました。

以上の結果、当期の現金及び現金同等物の期末残高は前期末に比べ 1 億円増加（現金

及び現金同等物に係る換算差額△21 億円を含む）し、767 億円となりました。

当下半期におきましても、キャッシュフローを重視した経営を進め、有利子負債の削

減を着実に進めて行く所存です。

(注意事項)

   上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づいて算出しておりますが、多

分に不確定な要素を含んでおりますことをご承知おきください。



 ５－(1) 中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

(単位：百万円)

　期 14年9月中間期 14年3月期 13年9月中間期

 科  目 (14年9月30日現在) (14年3月31日現在) (13年9月30日現在)

  (  資  産  の  部  ) ％ ％ ％

Ⅰ  流  動  資  産  (　 293,483) 61.2  (　 293,636) 60.6  (△ 153)  (　 266,637) 58.4 

1 現 金 及 び 預 金   　 77,465    　 77,252    　 213    　 39,319  

2 受取手形及 び売 掛金 ※3   　 97,605    　 97,035    　 570    　 87,757  

3 有 価 証 券   　 138    　 151    △ 13    　 9,194  

4 た な 卸 資 産   　 84,592    　 79,817    　 4,775    　 95,017  

5 繰 延 税 金 資 産 10,245  9,932    　 313  9,386  

6 そ の 他   　 24,701    　 30,724    △ 6,023    　 26,927  

貸 倒 引 当 金   △ 1,266    △ 1,277    　 11    △ 965  

Ⅱ  固  定  資  産  (　 185,826) 38.8  (　 191,181) 39.4  (△ 5,355)  (　 189,864) 41.6 

  (1) 有 形 固 定 資 産 ※1  (　 138,734) 28.9  (　 138,383) 28.5  (　 351)  (　 143,320) 31.4 

1 建 物 及 び 構 築 物 ※2   　 45,175    　 46,432    △ 1,257    　 47,183  

2 機械装置及 び運 搬具   　 41,509    　 40,590    　 919    　 42,589  

3 工具器具備品及び金型   　 18,078    　 18,116    △ 38    　 18,651  

4 土 地 ※2   　 29,821    　 30,202    △ 381    　 31,243  

5 建 設 仮 勘 定   　 4,151    　 3,041    　 1,110    　 3,652  

  (2) 無 形 固 定 資 産  (　 9,347) 2.0  (　 9,149) 1.9  (　 198)  (　 7,402) 1.6 

  (3) 投資その他の資産  (　 37,743) 7.9  (　 43,647) 9.0  (△ 5,904)  (　 39,141) 8.6 

1 投 資 有 価 証 券 19,588  21,701    △ 2,113  17,705  

2 繰 延 税 金 資 産   　 11,853    　 15,286    △ 3,433    　 14,892  

3 再評価に係る繰延税金資産   　 582    　 582    　 －    　 －  

4 そ の 他 7,436  7,769    △ 333  8,451  

貸 倒 引 当 金   △ 1,717    △ 1,692    △ 25    △ 1,907  

Ⅲ  繰   延   資   産  (　 1) 0.0  (　 13) 0.0  (△ 12)  (　 15) 0.0 

資  産  の  部  合  計   　 479,311  100.0   　 484,831  100.0   △ 5,520    　 456,516  100.0 

対前期増減
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(単位：百万円)

　期 14年9月中間期 14年3月期 13年9月中間期

 科  目 (14年9月30日現在) (14年3月31日現在) (13年9月30日現在)

  ( 負  債  の  部 ) ％ ％ ％

Ⅰ  流  動  負  債  (　 204,401) 42.7  (　 190,878) 39.4  (　 13,523)  (　 213,164) 46.7 

1 支払手形及び買掛金   　 71,482    　 69,090    　 2,392    　 72,006  

2 短 期 借 入 金 ※2   　 59,706    　 63,989    △ 4,283    　 50,631  

3 一 年 以 内 償 還 社 債 20,000  －    　 20,000  41,938  

4 未 払 法 人 税 等 4,116  4,475    △ 359  4,496  

5 繰 延 税 金 負 債   　 579    　 300    　 279    　 281  

6 賞 与 引 当 金   　 7,769    　 7,317    　 452    　 8,691  

7 製 品 保 証 引 当 金   　 2,684    　 2,545    　 139    　 1,910  

8 そ の 他   　 38,061    　 43,159    △ 5,098    　 33,208  

Ⅱ  固  定  負  債  (　 85,023) 17.7  (　 107,325) 22.1  (△ 22,302)  (　 68,196) 14.9 

1 社 債   　 10,000    　 30,000    △ 20,000    　 20,000  

2 転 換 社 債   　 12,000    　 12,000    　 －    　 －  

3 長 期 借 入 金 ※2   　 46,107    　 45,850    　 257    　 30,825  

4 繰 延 税 金 負 債   　 1,935    　 2,744    △ 809    　 1,604  

5 退 職 給 付 引 当 金   　 12,149    　 13,069    △ 920    　 12,149  

6 役員退職慰労引当金   　 1,998    　 2,712    △ 714    　 2,508  

7 連 結 調 整 勘 定   　 475    　 631    △ 156    　 775  

8 そ の 他   　 357    　 316    　 41    　 335  

  負 債 の 部 合 計   　 289,425  60.4   　 298,203  61.5   △ 8,778    　 281,360  61.6 

（ 少 数 株 主 持 分 ）

  少 数 株 主 持 分 49,807  10.4 49,114  10.1   　 693  45,693  10.1 

 （ 資  本  の  部 ） ％ ％ ％

Ⅰ  資    本    金  (　 － ) －   (　 22,913) 4.7  (△ 22,913)  (　 22,913) 5.0 

Ⅱ  資 本 準 備 金  (　 － ) －   (　 44,876) 9.3  (△ 44,876)  (　 44,876) 9.8 

Ⅲ  再 評 価 差 額 金  (　 － ) －   (△ 378) △ 0.1  (　 378)  (　 － ) －  

Ⅳ  連 結 剰 余 金  (　 － ) －   (　 72,570) 15.0  (△ 72,570)  (　 69,623) 15.3 

Ⅴ  その他有価証券評価差額金  (　 － ) －   (　 3,005) 0.6  (△ 3,005)  (　 1,928) 0.4 

Ⅵ  為替換算調整勘定  (　 － ) －   (△ 5,456) △ 1.1  (　 5,456)  (△ 9,878) △ 2.2 

Ⅶ  自  己  株  式  (　 － ) －   (△ 16) △ 0.0  (　 16)  (△ 0) △ 0.0 

　資 本 の 部 合 計 －   －    　 137,513  28.4   △ 137,513    　 129,462  28.3 

Ⅰ  資    本    金  (　 22,913) 4.8  (　 － ) －   (　 22,913)  (　 － ) －  

Ⅱ  資 本 剰 余 金  (　 44,876) 9.3  (　 － ) －   (　 44,876)  (　 － ) －  

Ⅲ  利 益 剰 余 金  (　 78,613) 16.4  (　 － ) －   (　 78,613)  (　 － ) －  

Ⅳ  土地再評価差額金  (△ 378) △ 0.1  (　 － ) －   (△ 378)  (　 － ) －  

Ⅴ  その他有価証券評価差額金  (　 2,322) 0.5  (　 － ) －   (　 2,322)  (　 － ) －  

Ⅵ  為替換算調整勘定  (△ 8,189) △ 1.7  (　 － ) －   (△ 8,189)  (　 － ) －  

Ⅶ  自  己  株  式  (△ 77) △ 0.0  (　 － ) －   (△ 77)  (　 － ) －  

  資 本 の 部 合 計   　 140,078  29.2 －   －    　 140,078  －   －  

  　 479,311  100.0   　 484,831  100.0   △ 5,520    　 456,516  100.0 

対前期増減

  負債、少数株主持分及び資本合計
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(単位：百万円)

　期

 科  目

％ ％ ％ 

Ⅰ 売 上 高   　 296,342  100.0   　 265,000  100.0   　 31,342    　 540,268  100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 ※1   　 234,291  79.1   　 223,533  84.4   　 10,758    　 451,210  83.5 

62,051  20.9 41,466  15.6   　 20,585  89,057  16.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 ､ 2   　 40,621  13.7   　 36,393  13.7   　 4,228    　 75,808  14.0 

  　 21,430  7.2   　 5,072  1.9   　 16,358    　 13,249  2.5 

Ⅳ 営 業 外 収 益

1 受 取 利 息   　 295    　 438    △ 143    　 820  

2 受 取 配 当 金   　 99    　 105    △ 6    　 372  

3 為 替 差 益   　 －    　 －    　 －    　 1,970  

4 連 結 調 整 勘 定 償 却 額   　 158    　 142    　 16    　 285  

5 持 分 法 に よ る 投 資 利 益   　 101    　 －    　 101    　 11  

6 雑 収 入   　 1,237    　 1,429    △ 192    　 3,488  

計   　 1,893  0.6   　 2,115  0.8   △ 222    　 6,948  1.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用

1 支 払 利 息   　 1,061    　 1,605    △ 544    　 3,090  

2 為 替 差 損 4,002  1,478    　 2,524  －  

3 貸 倒 引 当 金 繰 入 額   　 134    　 201    △ 67    　 230  

4 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 －  7    △ 7  －  

5 雑 支 出 815  1,373    △ 558  3,675  

計   　 6,013  2.0   　 4,666  1.7   　 1,347    　 6,996  1.3 

  　 17,309  5.8   　 2,522  1.0   　 14,787    　 13,201  2.4 

Ⅵ 特  別  利  益

1 前 期 損 益 修 正 益※3 201  139    　 62  352  

2 過 年 度 保 険 料 修 正 益   　 160    　 －    　 160  －  

3 過 年 度 リ ー ス 料 修 正 益   　 153    　 －    　 153  －  

4 固 定 資 産 売 却 益   　 85    　 134    △ 49    　 204  

5 投 資 有 価 証 券 売 却 益 77  0    　 77  222  

6 投 資 有 価 証 券 償 還 益 －  76    △ 76  76  

7 訴 訟 和 解 金   　 －    　 －    　 －    　 6,504  

8 契 約 解 除 違 約 金   　 68    　 －    　 68  －  

9 貸 倒 引 当 金 戻 入 額   　 197    　 374    △ 177    　 378  

10 債務保証損失引当金戻入額   　 －    　 481    △ 481    　 481  

11 そ の 他   　 63    　 31    　 32    　 30  

計   　 1,008  0.3   　 1,238  0.4   △ 230    　 8,252  1.5 

Ⅶ 特  別  損  失   　   　

1 前 期 損 益 修 正 損   　 24    　 32    △ 8    　 182  

2 た な 卸 資 産 評 価 損 －  －    　 －  358  

3 た な 卸 資 産 除 却 損 143  －    　 143  －  

4 固 定 資 産 売 却 除 却 損 601  511    　 90  1,741  

5 投 資 有 価 証 券 評 価 損   　 71    　 101    △ 30    　 466  

6 役 員 退 職 慰 労 金   　 547    　 10    　 537    　 －  

7 過 年 度 特 許 権 使 用 料   　 －    　 214    △ 214  358  

8 事 業 構 造 改 善 費 用   　 －    　 564    △ 564    　 9,433  

9 賃 借 契 約 解 約 損 －  45    △ 45  45  

10 そ の 他   　 231    　 89    　 142    　 174  

計   　 1,620  0.5   　 1,570  0.6   　 50    　 12,759  2.3 

  　 16,698  5.6   　 2,189  0.8   　 14,509    　 8,694  1.6 

法人税 ､ 住民税及び事業税   　 3,604    　 3,847    △ 243    　 6,866  

過 年 度 法 人 税 等 戻 入 額   　 －    △ 494    　 494    △ 494  

法 人 税 等 追 徴 税 額   　 －    　 143    △ 143    　 218  

法 人 税 等 調 整 額   　 3,277    △ 1,910    　 5,187    △ 3,175  

計   　 6,881  2.3   　 1,586   0.6   　 5,295    　 3,414  0.6 

  　 2,808  0.9   　 1,649  0.6   　 1,159    　 3,377  0.6 

  　 7,007  2.4   △ 1,046  △0.4   　 8,053    　 1,902  0.4 

14年3月期

(13年4月1日～14年3月31日)

 ５－(2)中 間 連 結 損 益 計 算 書 

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

14年9月中間期 13年9月中間期

(14年4月1日～14年9月30日) (13年4月1日～13年9月30日)
対前中間期増減

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 又 は
 中 間 純 損 失（△）

少 数 株 主 利 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益
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　　　(単位：百万円)

期 

 科  目

Ⅰ  (　 － )  (　 70,713)  (　 70,713) 

Ⅱ  (　 － )  (　 1,161)  (　 1,161) 

連 結 子 会 社 増 加 に よ る
剰 余 金 増 加 高 －     　 1,161    　 1,161  

Ⅲ  (　 － )  (　 1,205)  (　 1,206) 

1
連 結 子 会 社 増 加 に よ る
剰 余 金 減 少 高 －     　 10    　 10  

2 配 当 金 －   1,084  1,084  

3 取 締 役 賞 与 －   111  111  

4 従 業 員 奨 励 福 利 基 金 等 －   0  1  

Ⅳ  (　 － )  (△ 1,046)  (　 1,902) 

Ⅴ －     　 69,623    　 72,570  

（資 本 剰 余 金 の 部）

Ⅰ  (　 44,876)  (　 － )  (　 － ) 

資 本 準 備 金 期 首 残 高 44,876  －   －   

Ⅱ 44,876  －   －   

(利 益 剰 余 金 の 部）

Ⅰ  (　 72,570)  (　 － )  (　 － ) 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 72,570  －   －   

Ⅱ  (　 7,007)  (　 － )  (　 － ) 

中 間 純 利 益 7,007  －   －   

Ⅲ  (　 964)  (　 － )  (　 － ) 

1 配 当 金 903  －   －   

2 取 締 役 賞 与 59  －   －   

3 従 業 員 奨 励 福 利 基 金 等 1  －   －   

Ⅳ 78,613  －   －   

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

 ５－(3)中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 又 は
中 間 純 損 失 ( △ )

連 結 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

14年9月中間期 13年9月中間期 14年3月期

(14年4月1日～14年9月30日)(13年4月1日～13年9月30日)(13年4月1日～14年3月31日)

連 結 剰 余 金 期 首 残 高
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５－(4)中間連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：百万円)

期 １４年９月中間期 １３年９月中間期 １４年３月期

    科  目 (14年4月1日～14年9月30日)(13年4月1日～13年9月30日) (13年4月1日～14年3月31日)

Ⅰ

税金等調整前中間(当期)純利益 16,698 2,189 8,694

減価償却費 14,575 14,594 32,489

連結調整勘定償却額 158   △       142   △       285   △       

貸倒引当金の増減額（減少：△） 87 14   △        28   △        

退職給付引当金の増減額（減少：△） 919   △       885 1,771

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） 714   △       205 410

債務保証損失引当金の戻入額 － 481   △       481   △       

受取利息及び受取配当金 395   △       543   △       1,192   △     

支払利息 1,061 1,605 3,090

持分法による投資損益（益：△） 101   △       7 11   △        

固定資産売却益 85   △        134   △       204   △       

固定資産売却除却損 601 511 1,741

投資有価証券の売却益・償還益 77   △        76   △        299   △       

投資有価証券の評価損 71 101 466

事業構造改善費用 － 564 8,697

売上債権の増減額（増加：△） 2,867   △     16,047 12,499

たな卸資産の増減額（増加：△） 6,036   △     2,009   △     14,880

仕入債務の増減額（減少：△） 9,551 9,620   △     14,236   △    

その他 830   △       487 612   △       

小 計 30,461 24,178 67,388

利息及び配当金の受取額 609 1,125 1,755

利息の支払額 1,064   △     1,524   △     3,100   △     

事業構造改善費用の支払額 － 258   △       － 

製品臨時補修金の支払額 － 176   △       － 

法人税等の支払額 3,597   △     4,420   △     7,697   △     

営業活動によるキャッシュ・フロー 26,409 18,922 58,346

Ⅱ

有形固定資産の取得による支出 15,769   △    15,176   △    31,257   △    

有形固定資産の売却による収入 414 379 555

無形固定資産の取得による支出 1,553   △     1,757   △     3,092   △     

投資有価証券の取得による支出 420   △       293   △       777   △       

投資有価証券の売却による収入 233 177 285

特定金銭信託解約による収入 － 395 395

その他 18   △        945 1,002   △     

投資活動によるキャッシュ・フロー 17,113   △    15,329   △    34,893   △    

Ⅲ

短期借入金の純増減額（減少：△） 4,108   △     2,043 1,617   △     

長期借入れによる収入 2,000 661 35,363

長期借入金の返済による支出 3,596   △     9,539   △     13,402   △    

社債の発行による収入 － － 22,000

社債の償還による支出 － － 41,938   △    

配当金の支払額 903   △       1,084   △     1,084   △     

少数株主への配当金の支払額 374   △       314   △       723   △       

その他 53   △        189 658   △       

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,036   △     8,043   △     2,060   △     

Ⅳ 2,119   △     127   △       2,851

Ⅴ 140 4,577   △     24,244

Ⅵ 76,607 51,488 51,488

Ⅶ － 875 875

Ⅷ 76,748 47,785 76,607

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（減少：△）

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高
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「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

１．連結の範囲及び持分法の

    適用に関する事項

(1)連結子会社数 ８０社     国内25社(前期 30社)　海外55社(前期 53社)

主要会社名： 東北アルプス(株)、アルパイン(株)、(株)アルプス物流

ALPS ELECTRIC (NORTH AMERICA), INC.

ALPS ELECTRIC EUROPA GmbH

ALPS ELECTRIC KOREA CO.,LTD.

ALPS ELECTRIC (S) PTE.LTD.

ALPS ELECTRIC (MALAYSIA) SDN.BHD.

ALPS ELECTRONICS HONG KONG LIMITED

ALPS (CHINA) CO.,LTD.

(2)非連結子会社数 １１社     国内2社(前期 4社)　海外9社(前期 9社)

(3)関連会社数 １２社［うち持分法適用会社１社］

          国内11社[うち持分法適用会社0社](前期14社[うち持分法適用会社0社])
          海外 1社[うち持分法適用会社1社](前期 3社[うち持分法適用会社2社])
主要会社名： SHENYANG NEU-ALPINE SOFTWARE CO., LTD.

(4)連結範囲及び持分法の

   適用の異動状況

      連結範囲  (新規) ３社

         新規子会社設立による増加

ALPS COMMUNICATION DEVICES TECHNOLOGY (SHANGHAI) CO.,LTD.

TAICANG ALPINE ELECTRONICS CO.,LTD.

(株)アルプスビジネスクリエーション新潟

 (除外) ６社

　　　　　会社清算による減少

アルパイン北海道(株)

アルパイン東北(株)

アルパイン関信(株)

アルパイン近畿(株)

アルパイン中四国(株)

アルパイン九州(株)

      持分法の適用  (除外) １社

         株式売却による減少

SECRE ALPINE ELECTRONICS, S.A.

２．連結子会社の中間決算日等 　連結子会社80社の内、23社の中間決算日は6月30日、1社の中間決算日は7月31日です｡

　　に関する事項 なお、中間連結財務諸表作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。

３．会計処理基準に関する事項   国内連結子会社の会計処理基準は概ね当社(個別中間財務諸表の概要の「重要な会計

方針」参照)と同一です。また､在外連結子会社が採用している会計処理基準は、当該国

において一般に公正妥当と認められている基準によっており、当社が採用している基準

と重要な差異はありません。

４．重要な外貨建て資産又は 　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

　　負債の本邦通貨への 損益として処理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物

　　換算基準 為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、連結

子会社の換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含め、持分

法適用会社の換算差額は投資有価証券に含めています。
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５．重要なヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。

金利スワップについての特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例

処理を採用しています。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　 ①ヘッジ手段 デリバティブ取引(為替予約取引及び金利スワップ取引)

　 ②ヘッジ対象 為替変動による損失の可能性がある外貨による予定取引及び市場金利等の変動により

キャッシュ・フローが変動する債務。

(3)ヘッジ方針   当社及び連結子会社の一部は、通常業務を遂行する上で発生する為替リスク、金利リ

スクによる収益への影響を軽減する目的で、デリバティブ取引を使用しています。

  為替予約取引は、主に営業取引に伴う外貨建債権の為替変動リスクをヘッジする目的

で実施されており、取引額は売上予定額の範囲に限定しています。

  金利スワップ取引は、現存する変動金利債務に対し、金利上昇時における調達コスト

の増加をヘッジする目的で導入しています。

(4)ヘッジ有効性評価の方法   為替予約取引については、為替の変動の累計を比率分析する方法によっています。

金利スワップ取引については、金利の変動の累計を比率分析する方法によっています。

なお、特例処理の要件に該当すると判断される場合、その判定をもって有効性の判定

に代えています。

６．中間連結キャッシュ・フロー   手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、

    計算書における資金の範囲 容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な

投資からなっています。
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「追加情報」

(自己株式及び法定準備金取崩等会計) 　当中間期から「企業会計基準第１号　自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（平成14年2月21日　企業会計基準委員会）を適用しています。

　なお、この変更に伴う当中間期の損益に与える影響はありません。

(中間連結貸借対照表) 　中間連結財務諸表規則の改正により当中間期から「資本準備金」は「資本剰余金」、

「連結剰余金」は「利益剰余金」として表示しています。

　また、「再評価差額金」は「土地再評価差額金」として表示しています。

(中間連結剰余金計算書) 　中間連結財務諸表規則の改正により当中間期から中間連結剰余金計算書を資本剰余金

の部及び利益剰余金の部に区分して記載しています。

　また、「連結剰余金期首残高」は「利益剰余金期首残高」、「連結剰余金増加高」は

「利益剰余金増加高」、「連結剰余金減少高」は「利益剰余金減少高」、「連結剰余金

中間期末残高」は「利益剰余金中間期末残高」として表示しています。

　なお、前中間期において独立掲記していました中間純利益(損失)については「利益剰

余金増加高」の内訳として表示しています。

「注記事項」

(中間連結貸借対照表関係)

※１．有形固定資産の減価償却累計額 280,080 百万円

※２．担保提供資産

有価証券担保　　 連結子会社株式 1,045 百万円

固定資産担保　　 建物及び構築物 2,273 百万円

土地 3,806 百万円

上記に対する債務 短期借入金 2,337 百万円(一年以内返済の長期借入金2,237百万円含む）

長期借入金 2,577 百万円

注）　連結子会社株式はアルパイン(株)の株式2,200千株(発行済株式の3.6%)であり、

　　この担保に対応する債務は短期借入金（一年以内返済の長期借入金）1,720百万円

　　です。

　　　なお、金額は当社の中間貸借対照表計上額で表示しています。

※３．当社の売掛債権流動化に伴う 11,369 百万円

　　　遡及義務　

　４．債務保証 826 百万円

　５．経営指導念書 23 百万円

(中間連結損益計算書関係)

※１．一般管理費及び当中間期製造 13,863 百万円

　　　費用に含まれる研究開発費

※２．販売費及び一般管理費のうち 給与手当及び賞与金 11,868 百万円

　　　主要な費目及び金額 賞与引当金繰入額 1,151 　〃

退職給付引当金繰入額 489 　〃

役員退職慰労引当金繰入額 95 　〃

貸倒引当金繰入額 374 　〃

製品保証引当金繰入額 968 　〃

開発研究費 4,282 　〃

支払手数料 6,549 　〃

※３．前期損益修正益 201 百万円

主に子会社の前期事業構造改善費用見積計上額の戻入です。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　現金及び現金同等物の中間期末残高 現金及び預金勘定 77,465 百万円

と中間連結貸借対照表に記載されてい 有価証券勘定 138 　〃

る科目の金額との関係 　　　　計 77,603 　〃

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 846 　〃

△   8 　〃

現金及び現金同等物 76,748 　〃

１年内に満期の到来するその他有価証券
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（セグメント情報）

 １．事業の種類別セグメント情報
     （単位：百万円）

Ⅰ売   上   高

(1) 171,351 109,608 15,382 296,342 － 296,342 

(2) 2,825 970 12,430 16,226 △ 16,226 －

174,177 110,578 27,813 312,569 △ 16,226 296,342 

162,650 103,352 25,596 291,599 △ 16,687 274,912 

11,526 7,226 2,216 20,969 460 21,430 

     （単位：百万円）

Ⅰ売   上   高

(1) 156,625 94,659 13,714 265,000 － 265,000 

(2) 3,068 655 11,372 15,096 △ 15,096 －

159,693 95,315 25,087 280,096 △ 15,096 265,000 

160,560 91,509 23,353 275,423 △ 15,495 259,927 

△ 866 3,806 1,733 4,673 399 5,072 

     （単位：百万円）

Ⅰ売   上   高

(1) 317,341 194,844 28,081 540,268 － 540,268 

(2) 5,837 1,247 21,612 28,697 △ 28,697 －

323,179 196,091 49,694 568,965 △ 28,697 540,268 

321,143 189,070 46,312 556,526 △ 29,508 527,018 

2,035 7,021 3,381 12,438 810 13,249 

（注）１. 事業の区分は、製品の種類及び販売市場の共通性を考慮して、電子機器向けの電子部品事業

　　      　と、カーオーディオを中心とする音響製品事業及び物流・その他事業に区分しています。

      ２. 各事業区分に属する主要製品名

(1)電子部品･･････････ ｽｲｯﾁ、可変抵抗器、GMRﾍｯﾄﾞ、ﾁｭｰﾅ、VCO（電圧制御発振器）、光通信用ﾚﾝｽﾞ、

　　　　　　　　　　　ﾌﾟﾘﾝﾀ、ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ用機器、液晶表示素子、車載用ﾄﾞｱ/ｽﾃｱﾘﾝｸﾞﾓｼﾞｭｰﾙ等

(2)音響製品･･････････ ｶｰｵｰﾃﾞｨｵ、ｶｰﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ等

(3)物流･その他･･･････ 物流ｻｰﾋﾞｽ等
        ３．全ての営業費用は各セグメントに配分されているため配賦不能営業費用はありません。全ての営業費用は各セグメントに配分されているため配賦不能営業費用はありません。

営業利益または営業損失（△）

計

営 業 費 用

１４年９月中間期（14年4月1日～14年9月30日）

１３年９月中間期（13年4月1日～13年9月30日）

営 業 利 益

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高または振替高

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高または振替高

計

営 業 費 用

物流・その他
事業

計

物流・その他
事業

計
電子部品
事業

音響製品
事業

電子部品
事業

音響製品
事業

消去 連結

消去 連結

１４年３月期（13年4月1日～14年3月31日）

電子部品
事業

音響製品
事業

物流・その他
事業

計 消去 連結

営 業 利 益

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高または振替高

計

営 業 費 用
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 ２．所在地別セグメント情報
     （単位：百万円）

日本 北米 欧州 ｱｼﾞｱ その他 計 消  去 連  結

Ⅰ 売   上   高

(1) 96,116 71,467 64,265 63,409 1,083 296,342 － 296,342 

(2) 124,950 622 11,179 47,237 8 183,998 △183,998 －

221,067 72,090 75,445 110,646 1,092 480,341 △183,998 296,342 

201,136 69,701 74,768 106,741 1,058 453,407 △178,495 274,912 

19,930 2,388 676 3,905 33 26,934 △  5,503 21,430 

     （単位：百万円）

日本 北米 欧州 ｱｼﾞｱ その他 計 消  去 連  結

Ⅰ 売   上   高

(1) 101,277 65,224 54,990 42,162 1,344 265,000 － 265,000 

(2) 112,864 419 7,949 42,334 3 163,571 △163,571 －

214,141 65,644 62,940 84,497 1,347 428,571 △163,571 265,000 

208,215 65,646 62,586 81,504 1,294 419,246 △159,319 259,927 

5,926 △  1 353 2,993 53 9,324 △  4,251 5,072 

     （単位：百万円）

日本 北米 欧州 ｱｼﾞｱ その他 計 消  去 連  結

Ⅰ 売   上   高

(1) 195,587 133,445 121,169 87,847 2,218 540,268 － 540,268 

(2) 223,154 821 19,200 82,012 6 325,195 △325,195 －

418,741 134,267 140,369 169,860 2,224 865,463 △325,195 540,268 

406,534 132,589 139,847 164,308 2,145 845,425 △318,407 527,018 

12,206 1,677 522 5,551 79 20,037 △  6,788 13,249 

（注）１. 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。

本邦以外の区分に属する主な国または地域

         (1)北米･･････････ アメリカ、カナダ、メキシコ

(2)欧州･･････････ ドイツ、イギリス

(3)アジア････････ 韓国、シンガポール、マレーシア、中国

(4)その他････････ オーストラリア、ブラジル

２. 全ての営業費用は各セグメントに配分されているため配賦不能営業費用はありません。

営業利益または営業損失(△)

１４年９月中間期（14年4月1日～14年9月30日）

１３年９月中間期（13年4月1日～13年9月30日）

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高または振替高

計

営 業 費 用

営 業 利 益

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高または振替高

計

営 業 費 用

計

営 業 費 用

営 業 利 益

１４年３月期（13年4月1日～14年3月31日）

外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高または振替高
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３． 海 外 売 上 高
     （単位：百万円）

北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 70,013 64,472 79,248 3,057 216,792 

Ⅱ 連 結 売 上 高 296,342 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合(％) 23.6 21.8 26.8 1.0 73.2 

     （単位：百万円）

北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 64,120 55,926 58,249 3,151 181,448 

Ⅱ 連 結 売 上 高 265,000 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合(％) 24.2 21.1 22.0 1.2 68.5 

     （単位：百万円）

北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 131,758 121,766 123,028 5,697 382,251 

Ⅱ 連 結 売 上 高 540,268 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合(％) 24.4 22.5 22.8 1.1 70.8 

（注）１. 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。
　　      　と、カーオーディオを中心とする音響製品事業及び物流・その他事業に区分しています。２. 各区分に属する主な国または地域

(1)北米･･････････アメリカ、カナダ、メキシコ
      (2)欧州･･････････ドイツ、イギリス

(3)アジア････････韓国、シンガポール、マレーシア、中国

(4)その他････････オーストラリア、ブラジル
３. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。

１４年３月期（13年4月1日～14年3月31日）

１４年９月中間期（14年4月1日～14年9月30日）

１３年９月中間期（13年4月1日～13年9月30日）
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（リース取引関係）

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認め １.リース物件の所有権が借主に移転すると認め １.リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 られるもの以外のファイナンス・リース取引 られるもの以外のファイナンス・リース取引

《借主側》 《借主側》 《借主側》

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

　 累計額相当額及び中間期末残高相当額  　 累計額相当額及び中間期末残高相当額  　累計額相当額及び期末残高相当額  
(単位：百万円) (単位：百万円) (単位：百万円)

取得価格
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

取得価格
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

取得価格
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

2,774 1,367 1,407 3,684 1,984 1,700 3,900 2,185 1,714

1,454 727 727 2,931 2,199 732 1,667 1,131 536

330 210 120 644 439 204 570 397 172

4,559 2,304 2,254 7,260 4,622 2,638 6,139 3,714 2,424

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間 (注)取得価額相当額は、未経過リース料中間 (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末
    期末残高が有形固定資産の中間期末残高     期末残高が有形固定資産の中間期末残高     残高が有形固定資産の期末残高等に占め
    等に占める割合が低いため、支払利子込     等に占める割合が低いため、支払利子込     る割合が低いため、支払利子込み法によ
    み法により算定しています。     み法により算定しています。     り算定しています。

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内   800百万円 １年内 1,123百万円 １年内 1,006百万円

１年超 1,454　〃　 １年超 1,514　〃　 １年超 1,417　〃　

合  計 2,254　〃　 合  計 2,638　〃　 合  計 2,424　〃　

(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、 (注)未経過リース料中間期末残高相当額は、 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経
    未経過リース料中間期末残高が有形固定     未経過リース料中間期末残高が有形固定     過リース料期末残高が有形固定資産の期
    資産の中間期末残高等に占める割合が低     資産の中間期末残高等に占める割合が低     末残高等に占める割合が低いため、支払

    いため、支払利子込み法により算定して     いため、支払利子込み法により算定して     利子込み法により算定しています。

    います。     います。

(3)当中間期の支払リース料等 (3)当中間期の支払リース料等 (3)当期の支払リース料等

①支払リース料   500百万円 ①支払リース料   764百万円 ①支払リース料 1,343百万円

②減価償却費相当額   500　〃　 ②減価償却費相当額   764　〃　 ②減価償却費相当額 1,343　〃　

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

　とする定額法によっています。 　とする定額法によっています。 　とする定額法によっています。

《貸主側》 《貸主側》 《貸主側》

(1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得

　 価額、減価償却累計額及び中間期末残高  　 価額、減価償却累計額及び中間期末残高  　 価額、減価償却累計額及び期末残高  
(単位：百万円) (単位：百万円) (単位：百万円)

取得価格
減価償却
累計額

中間期末
残高

取得価格
減価償却
累計額
中間期末
残高

取得価格
減価償却
累計額
期末残高

2,797 2,045 751 3,199 2,255 943 3,123 2,268 855

1,309 1,083 225 1,638 1,315 323 1,591 1,314 277

4,106 3,129 977 4,838 3,570 1,267 4,715 3,582 1,132

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内   342百万円 １年内   433百万円 １年内   389百万円

１年超   606　〃　 １年超   802　〃　 １年超   711　〃　

合  計   948　〃　 合  計 1,236　〃　 合  計 1,101　〃　

(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、 (注)未経過リース料中間期末残高相当額は、 (注)当期より未経過リース料期末残高相当額
　　利息相当額を控除して表示しています。 　　未経過リース料中間期末残高及び見積残 　　は、利息相当額を控除して表示していま

　　存価額の合計額が営業債権の中間期末残 　　す。
　　高等に占める割合が低いため、受取利子

(3)当中間期の受取リース料等     込み法により算定しています。 (3)当期の受取リース料等

 (1)受取リース料   238百万円  (1)受取リース料   601百万円

 (2)減価償却費   176　〃　 (3)当中間期の受取リース料等  (2)減価償却費   439　〃　

 (3)受取利息相当額    34　〃　  (1)受取リース料   321百万円  (3)受取利息相当額    88　〃　

 (2)減価償却費   236　〃　

(4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法

　利息相当額の各期への配分方法については、 　利息相当額の各期への配分方法については、

　利息法によっています。 　利息法によっています。

２.オペレーティング・リース取引 ２.オペレーティング・リース取引 ２.オペレーティング・リース取引

《借主側》 《借主側》 《借主側》

(1)未経過リース料 (1)未経過リース料 (1)未経過リース料

１年内   530百万円 １年内   437百万円 １年内   539百万円

１年超   527　〃　 １年超   637　〃　 １年超   652　〃　

合  計 1,057　〃　 合  計 1,075　〃　 合  計 1,192　〃　

合　　計

 １４年３月期（13年4月1日～14年3月31日）

機械装置
及び運搬具

工具器具備品
及び金型

無形固定資産

機械装置
及び運搬具

工具器具備品
及び金型

機械装置
及び運搬具

工具器具備品
及び金型

無形固定資産

機械装置
及び運搬具

工具器具備品
及び金型

機械装置
及び運搬具

工具器具備品
及び金型

機械装置
及び運搬具

工具器具備品
及び金型

合　　計

 １４年９月中間期（14年4月1日～14年9月30日）  １３年９月中間期（13年4月1日～13年9月30日）

合　　計

合　　計

合　　計

合　　計

無形固定資産
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（有価証券関係）

 有　価　証　券 

１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

１４年９月中間期
(14年9月30日現在)

１３年９月中間期
(13年9月30日現在)

１４年３月期
(14年3月31日現在)

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価
連結
貸借対照
表計上額

差 額

(1)株　式 3,567  10,615  7,048  3,755  9,063  5,307  3,609  12,422  8,812  

(2)債　券

 　　国債･地方債等 6  6  0  6  6  0  6  6  0  

　 　社　債 3  3  0  6  7  0  2  3  0  

(3)その他 5  5      ― 1,130  1,130  0  20  20  0  

3,582  10,631  7,049  4,899  10,207  5,308  3,639  12,452  8,813  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

(1)その他有価証券

　　 非上場株式 2,014  1,538  1,929  

      (店頭売買株式を除く）

 　　非上場外国債 107  57      ―

　　 ＭＭＦ・ＦＦＦ     ― 8,019      ―

　　 その他 129  0  144  

(2)子会社株式及び関連会社株式

   非連結子会社株式及び関連会社株式 6,843  7,326  

9,096  9,616  9,400  

（注）当中間期において、その他有価証券で時価のある株式について71百万円の減損処理を行っています。

　　　なお、当該株式の減損処理について、中間期末日での市場価格（時価）が取得価格の50％以上下落した場合は

　　　減損の対象とし、30％以上50％未満の場合は時価の回復可能性等を判断し、減損処理を実施しています。

種　　　　類

内     容

合　　計

１４年９月中間期
(14年9月30日現在)
中間連結貸借対照表計上額

合　　計

１４年３月期
(14年3月31日現在)
連結貸借対照表計上額

１３年９月中間期
(13年9月30日現在)
中間連結貸借対照表計上額
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（デリバティブ取引関係）

（１）通貨関連 （単位：百万円）

区 １４年９月中間期(14年9月30日現在) １３年９月中間期(13年9月30日現在) １４年３月期(14年3月31日現在)

分

為替予約取引

 売　建

　 US$(ｱﾒﾘｶﾄﾞﾙ） 25,242 25,795 △ 552 18,615 18,426 188 15,927 16,053 △ 125

　 EUR(ﾕｰﾛ) 1,942 1,991 △ 48 2,436 2,494 △ 58 777 777 0

　 S$(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ) ― ― ― 32 32 △ 0 ― ― ― 

 　STG.£(ｲｷﾞﾘｽﾎﾟﾝﾄﾞ） ― ― ― 100 101 △ 0 55 55 △ 0

 　SEK(ｽｳｪｰﾃﾞﾝｸﾛｰﾈ） ― ― ― 48 44 4 ― ― ― 

 買　建

　 US$(ｱﾒﾘｶﾄﾞﾙ） ― ― ― 524 525 0 281 280 △ 0

　 EUR(ﾕｰﾛ) ― ― ― 194 193 △ 1 ― ― ― 

   日本円 97 98 0 ― ― ― 92 91 △ 1

通貨スワップ取引

　 受取ｱﾒﾘｶﾄﾞﾙ /

　 　　支払ﾌﾞﾗｼﾞﾙﾚｱﾙ ― ― ― 408 399 △ 9 82 67 △ 15

合 計 ― ― △ 600 ― ― 123 ― ― △ 142

１４年９月中間期(14年9月30日現在) １３年９月中間期(13年9月30日現在) １４年３月期(14年3月31日現在)

(注） (注）

為替予約取引 為替予約取引

  時価の算定方法は先物相場によって   時価の算定方法は先物相場によって

　います。 　います。

通貨スワップ取引 通貨スワップ取引

  時価の算定方法は満期までのキャッ

  シュ・フロー に対する割引価値計算

  によっています。

（２）金利関連

１４年９月中間期(14年9月30日現在) １３年９月中間期(13年9月30日現在) １４年３月期(14年3月31日現在)

該当するものはありません。 該当するものはありません。 該当するものはありません。

(注） (注） (注）

ヘッジ会計が適用されているデリバ ヘッジ会計が適用されているデリバ ヘッジ会計が適用されているデリバ

ティブ取引は開示対象から除いてい ティブ取引は開示対象から除いてい ティブ取引は開示対象から除いてい

ます。 ます。 ます。

契約額等
取　引　の　種　類

時　価

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

評価損益 契約額等 時　価 評価損益

市

 
場

 
取

 
引

 
以

 
外

 
の

 
取

 
引

契約額等 時　価 評価損益
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(生産、受注及び販売の状況)

１．生産実績

 当中間期における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

（単位：百万円）

14年9月中間期

（14年4月1日～14年9月30日）

13年9月中間期

（13年4月1日～13年9月30日）

14年3月期

（13年4月1日～14年3月31日）

生　　産　　高 生　　産　　高 生　　産　　高

170,953  153,087  11.7  305,169  

101,581  91,193  11.4  173,545  

--   --   --   --   

272,534  244,280  11.6  478,714  

（注） １．セグメント間取引については、相殺消去しています。

　　　 ２．金額は、販売価格によります。

　　　 ３．上記金額には、消費税等は含まれていません。

２．受注状況

 当中間期における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

(1)受注高 （単位：百万円）

14年9月中間期

（14年4月1日～14年9月30日）

13年9月中間期

（13年4月1日～13年9月30日）

14年3月期

（13年4月1日～14年3月31日）

受　　注　　高 受　　注　　高 受　　注　　高

180,050  155,770  15.6  326,213  

104,218  91,458  14.0  200,938  

--   --   --   --   

284,268  247,228  15.0  527,152  

(2)受注残高 （単位：百万円）

14年9月中間期

（14年9月30日現在）

13年9月中間期

（13年9月30日現在）

14年3月期

（14年3月31日現在）

受　注　残　高 受　注　残　高 受　注　残　高

62,293  46,334  34.4 54,541  

26,582  22,677  17.2 31,972  

--   --   --   --   

88,875  69,011  28.8 86,514  

（注） １．セグメント間取引については、相殺消去しています。

　　　 ２．上記金額には、消費税等は含まれていません。

３．販売実績

 当中間期における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

（単位：百万円）

14年9月中間期

（14年4月1日～14年9月30日）

13年9月中間期

（13年4月1日～13年9月30日）

14年3月期

（13年4月1日～14年3月31日）

販　　売　　高 販　　売　　高 販　　売　　高

171,351  156,625  9.4  317,341  

109,608  94,659  15.8  194,844  

15,382  13,714  12.2  28,081  

296,342  265,000  11.8  540,268  

（注） １．セグメント間取引については、相殺消去しています。

　　　 ２．上記金額には、消費税等は含まれていません。

前中間期比（％）

合          計

事業の種類別セグメントの名称

音 響 製 品 事 業

物 流・その他事業

事業の種類別セグメントの名称

電 子 部 品 事 業

音 響 製 品 事 業

物 流・その他事業

前中間期比（％）

電 子 部 品 事 業

合          計

前中間期比（％）

電 子 部 品 事 業

音 響 製 品 事 業

物 流・その他事業

合          計

事業の種類別セグメントの名称

事業の種類別セグメントの名称

前中間期比（％）

電 子 部 品 事 業

音 響 製 品 事 業

物 流・その他事業

合          計
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４．部門別販売実績

　部門別販売実績は、次のとおりです。

　　（単位：百万円）

14年9月中間期 13年9月中間期 14年3月期

売 上 高 構成比率 売 上 高 構成比率 増減額 増減率 売 上 高 構成比率

％ ％ ％ ％

171,351 57.8 156,625 59.1 14,726 9.4 317,341 58.7

36,236 12.2 37,219 14.0 983  △     2.6  △   68,090 12.6

37,408 12.6 15,877 6.0 21,531 135.6 46,288 8.6

27,508 9.3 33,208 12.5 5,700  △   17.2  △  65,101 12.0

37,357 12.6 42,032 15.9 4,675  △   11.1  △  75,825 14.0

32,840 11.1 28,288 10.7 4,552 16.1 62,036 11.5

109,608 37.0 94,659 35.7 14,949 15.8 194,844 36.1

15,382 5.2 13,714 5.2 1,668 12.2 28,081 5.2

296,342 100.0 265,000 100.0 31,342 11.8 540,268 100.0

 (注) １.13年9月中間期及び14年3月期の部門別販売実績は、当中間期からの事業再編にともない機構部品をコン

     　　ポーネント事業、磁気応用部品を磁気デバイス事業、通信・放送機器用部品を情報通信事業、情報機器

 　　　　用部品をペリフェラル事業、車載電装用部品を車載電装事業にそれぞれ読替えて表示しています。

　　   2.13年9月中間期及び14年3月期の部門別販売実績は、当中間期からの事業間の製品組替えに合わせユニット

       　バラエティ製品とリモコン製品をコンポーネント事業からペリフェラル事業へ組替えて表示しています。

期      

    部  門

(13年4月1日～14年3月31日)
対前中間期増減

(14年4月1日～14年9月30日)(13年4月1日～13年9月30日)

合 計

電 子 部 品 事 業

情 報 通 信 事 業

ペ リ フ ェ ラ ル 事 業

コンポーネント事業

車 載 電 装 事 業

音 響 製 品 事 業

物 流 ・ そ の 他 事 業

磁 気 デ バ イ ス 事 業
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